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大阪市立総合医療センター 

 



 
この仕様書は大阪市立総合医療センター（以下「委託者」という。）から排出される感染性医療廃棄物

（以下、「廃棄物」という。）を適正に処理するための条件等を示すものであり、本契約は感染性医療廃

棄物処理業務委託契約書によるほか、この仕様書の定めるところによる。 

 

（総則） 

第１条 受託者は委託された業務について、常に委託者と密接な連携を保ち、法令を遵守し誠実かつ確

実な業務を行わなければならない。 

２ 本契約の対象となる施設は大阪市立総合医療センターとする。 

３ 委託者の連絡窓口は次のとおりとする。 

大阪市立総合医療センター総務部総務課：06-6929-3300 

 

（取扱品目） 

第２条 本契約の処理の対象となる廃棄物は次のとおりとする。 

①環境省発行の感染性廃棄物処理マニュアルに分類される医療廃棄物 

②その他感染症をおこす危険性のある廃棄物 

 

（資格） 

第３条 委託者が委託する感染性医療廃棄物処理業務を受託するものは、都道府県知事または政令市長

から｢特別管理産業廃棄物収集運搬業｣の許可を受けていなければならない。この場合、｢特別管理産

業廃棄物収集運搬業｣の許可を受けている者であることを証する書類の写しを委託者に提出し承認を

受けなければならない。 

２ 受託者が感染性医療廃棄物の中間処理・処分を自ら行う場合は、都道府県知事または政令市長から

｢特別管理産業廃棄物処分業｣の許可も合せて受けていなければならない。この場合、｢特別管理産業

廃棄物処分業｣の許可を受けている者であることを証する書類の写しを委託者に提出し承認を受けな

ければならない。 

３ 受託者が感染性医療廃棄物の中間処理・処分を他の者に委託する場合は、再委託契約を行った業者

が都道府県知事または政令市長から｢特別管理産業廃棄物処分業｣の許可を受けていなければならな

い。この場合、｢特別管理産業廃棄物処分業｣の許可を受けている者であることを証する書類の写しを

委託者に提出し承認を受けなければならない。 

 

（履行期間） 

第４条 本業務の履行期間は、令和７年 10月１日から令和 10 年９月 30 日とする。 

 

（委託する業務範囲） 

第５条 委託する業務の範囲は、委託者の保管庫からの収集運搬及び不活化処理、最終処分完了までに

かかる関係業務の全てとする。 

 

（契約の変更） 

第６条 受託者は、委託者の申し出に応じて各施設への収集回数や日時を見直さなければならない。 

２ 関係法令の改訂や委託者の院内感染対策の見直しなどにより、排出量が著しく変化する場合は、委

託者及び受託者が協議のうえ契約を変更することができる。 

 

（収集・運搬日及び時間） 

第７条 収集・運搬は、月曜日から土曜日までの原則毎日とし、午前９時から午後５時までの間で収集

する。 

２ ゴールデンウィーク期間及び年末年始は別途調整する。 

 

（収集曜日・時間、収集場所、収集回数及び予定排出量） 

第８条 収集時間に関しては、受託者は委託者と協議し、委託者の承認を得ること。 

２ 受託者は委託者が指定する収集場所（別紙）においてのみ収集すること。なお、収集場所は契約後、



委託者及び受託者立会いのもと、双方確認する。 

３ 収集回数は次のとおりとする。ただし、下記以外に臨時対応する必要が生じた場合は、委託者の指

示に従うこと。 

   週６回（月～土、原則毎日。）  

   年末年始（12 月 29 日から１月３日まで）の期間については、原則として、２日間以上空けずに

回収を行うこと。また、回収日については、協議のうえ確認する。 

４ 履行期間（３年）における予定排出量は次のとおりとする。ただし、確約するものではない。 

   約 1,140,000 キログラム 

     参考）50Ｌ段ボール・・・約 177,000 個 

20Ｌポリ容器・・・約 12,090 個 

50Ｌポリ容器・・・約 46,500 個 

70Ｌポリ容器・・・約 90個 

 

（収集場所以外での業務の禁止） 

第９条 受託者は取扱う廃棄物の性質上、収集場所以外での収集や、委託者が指定する搬出経路以外で

の搬出は原則として禁止することとする。また、必要以外の建物及び附属建造物への立入り並びに利

用についても禁止することとする。 

 

（廃棄物の留置の禁止） 

第 10条 受託者は委託者から収集した廃棄物を他に留置してはならない。速やかに自らが持つ、又は、

再契約先の処理施設に持ち込み不活化処理を行うこと。 

 

（収集物の管理） 

第 11 条 受託者は取扱う廃棄物の性質を理解し、委託者の収集場所から受託者の処理施設又は再委託

先の処理施設までの運搬にかかって、事故等を起さないよう細心の注意を払うなど、廃棄物の厳重管

理に努めること。 

 

（廃棄物の不活化処理の方法と不活化処理施設の条件） 

第 12条 委託者から排出される廃棄物の不活化処理（中間処理）にかかっては、焼却又は溶融処理とす

る。 

２ 不活化処理施設にあっては、大阪府下又は大阪府に隣接する府県（京都府、兵庫県、奈良県及び和

歌山県）にあること。 

 

（不活化処理時の環境保全） 

第 13 条 廃棄物を不活化する際に発生する燃焼ガス等は、関係法令に規定される基準を遵守するとと

もに、施設の点検・検査その他措置の記録を３年以上保管すること。 

 

（委託者の専用容器による廃棄物の受入と委託者への再梱包依頼） 

第 14条 委託者は第 16条に示す材質・形状・容積の専用容器に廃棄物を密封して排出するので、受託

者は、当該容器を収集運搬し適正に不活化処理・最終処分を行うこと。また、収集に際し、収集した

各専用容器の個数と、重量を委託者に報告すること。 

２ 受託者は、委託者の廃棄物保管場所から廃棄物専用容器を収集運搬しようとするときは、当該容器

が運搬に耐える状態であることを確認したうえでこれを収集運搬するものとし、梱包状態が不良な状

態にある容器については、委託者に申し出て再梱包を依頼すること。かかる申し出を行わずに、内容

物の漏出、容器の破損等の事故を、委託者の責めとすることはできない。 

３ 第１項に示す重量を報告するために使用する計量器を受託者において準備するものとし、重量がレ

シートに打ち出されるものを使用すること。また、計量器を当院に置いておくことは差し支えない。 

 

（障害発生対策と報告） 

第 15 条 受託者は、収集場所から処理場までの搬送中の事故に備え、緊急時の不活化処理体制（以下

「対策チーム」という。）を整備しておくこと。 



２ 万一、路上等に漏れ出たり、拡散した場合は、速やかに汚染区域を封鎖するなど必要な対策を行い

第三者への感染防止及び周辺地域への汚染の拡散防止に努めること。合せて速やかな対策チームによ

る不活化処理を講じるなど、現状の復旧を行うこと。 

３ 受託者が保有する処理施設又は再委託先の処理施設が障害等により使用不能又は処理能力低下に

より、委託者の廃棄物が適正に処理できなくなった場合を想定し、緊急対応施設をあらかじめ確保し

ておくこと。また、契約締結前に、当該施設が適正な処理資格・能力等を有していることを証する書

類を委託者に示し、その写しを提出して承認を得ること。 

４ 受託者は、第２項、第３項のような事態が発生した場合は、速やかに委託者に連絡すること。また、

書面で報告及び今後の防止策を提出すること。 

 

（排出する廃棄物容器の形状） 

第16条 委託者が排出する感染性医療廃棄物を収納した容器の形状は、以下の表に示すとおりとする。 

 
50Ｌ 

段ボール 

20,50,70Ｌ 

ポリ容器 

固形状のもの ◎ ◎ 

泥状のもの × ◎ 

鋭利なもの × ◎ 

血液状のもの × ◎ 

※ ◎・・・投入    ※ ×・・・投入しない 

 

（特別管理産業廃棄物管理票（マニフェスト）の取扱い） 

第 17条 委託者においては電子マニフェストによる運用であるため、対応できること。 

２ 受託者は、収集運搬・処理が終了した後は、直ちに電子マニフェストによる報告を行うこと。 

 

（再委託） 

第 18 条 感染性医療廃棄物保管庫での収集及び中間処理施設までの運搬については、受託者において

実施するものとし、再委託は認めない。 

２ 中間処理については、再委託は認める。 

 

（使用機材） 

第 19 条 受託者は、廃棄物の運搬にあたっては、廃棄物処理法に基づく感染性廃棄物処理マニュアル

に適合した車両を使用しなければならない。 

２ 車両については、その車両が大阪府特別管理産業廃棄物収集運搬業許可業者からの借受車両である

場合は、当該許可業者の大阪府特別管理産業廃棄物収集運搬業許可申請書に記載されている車両（大

阪府承認車両）以外の車両でなくてはならない。 

３ 受託者は、業務開始前までに使用車両全車の自動車車検証の写しを提出しなければならない。 

 

（検査・計量） 

第 20 条 受託者は、委託者が使用車両及び感染性医療廃棄物の搬出状況についての検査・計量を必要

と認め指示するときは、委託者が実施する検査・計量を受けなければならない。 

 

（その他） 

第 21条 数量は概算であり、委託者の都合により増減することがある。 

２ この仕様書に疑義のある場合は、誠意をもって委託者受託者双方協議のうえこれを定める。 

 

 



 
 

                                      
 

                      
 

 

 

令和７年度 

感染性医療廃棄物処理業務委託長期継続（単価契約） 
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大阪市立十三市民病院 

 



 
この仕様書は大阪市立十三市民病院（以下「委託者」という。）から排出される感染性医療廃棄物

（以下、「廃棄物」という。）を適正に処理するための条件等を示すものであり、本契約は感染性医療

廃棄物処理業務委託契約書によるほか、この仕様書の定めるところによる。 

 

（総則） 

第１条 受託者は委託された業務について、常に委託者と密接な連携を保ち、法令を遵守し誠実かつ

確実な業務を行わなければならない。 

２ 本契約の対象となる施設は大阪市立十三市民病院とする。 

３ 委託者の連絡窓口は次のとおりとする。 

大阪市立十三市民病院総務課（庶務）：06-6150-8024 

 

（取扱品目） 

第２条 本契約の処理の対象となる廃棄物は次のとおりとする。 

①環境省発行の感染性廃棄物処理マニュアルに分類される医療廃棄物 

②その他感染症をおこす危険性のある廃棄物 

 

（資格） 

第３条 委託者が委託する感染性医療廃棄物処理業務を受託するものは、都道府県知事または政令市

長から｢特別管理産業廃棄物収集運搬業｣の許可を受けていなければならない。この場合、｢特別管理

産業廃棄物収集運搬業｣の許可を受けている者であることを証する書類の写しを委託者に提出し承認

を受けなければならない。 

２ 受託者が感染性医療廃棄物の中間処理・処分を自ら行う場合は、都道府県知事または政令市長か

ら｢特別管理産業廃棄物処分業｣の許可も合せて受けていなければならない。この場合、｢特別管理産

業廃棄物処分業｣の許可を受けている者であることを証する書類の写しを委託者に提出し承認を受け

なければならない。 

３ 受託者が感染性医療廃棄物の中間処理・処分を他の者に委託する場合は、再委託契約を行った業

者が都道府県知事または政令市長から｢特別管理産業廃棄物処分業｣の許可を受けていなければなら

ない。この場合、｢特別管理産業廃棄物処分業｣の許可を受けている者であることを証する書類の写

しを委託者に提出し承認を受けなければならない。 

 

（履行期間） 

第４条 本業務の履行期間は、令和７年 10月 1日から令和 10 年９月 30 日とする。 

 

（委託する業務範囲） 

第５条 委託する業務の範囲は、委託者の保管庫からの収集運搬及び不活性化処理、最終処分完了ま

でにかかる関係業務の全てとする。 

 

（契約の変更） 

第６条 受託者は、委託者の申し出に応じて各施設への収集回数や日時を見直さなければならない。 

２ 関係法令の改訂や委託者の院内感染対策の見直しなどにより、排出量が著しく変化する場合は、

委託者及び受託者が協議のうえ契約を変更することができる。 

 

（収集・運搬日及び時間） 

第７条 収集・運搬は、平日の午前９時から午後５時までの間で収集する。 

２ 収集曜日が祝日と重なる場合は別途調整する。また、ゴールデンウィーク期間及び年末年始につ

いても別途調整する。 

 

（収集曜日・時間、収集場所、収集回数及び予定排出量） 

第８条 収集曜日・時間に関しては、受託者は委託者と協議し、委託者の承認を得ること。 

２ 受託者は委託者が指定する収集場所（別紙）においてのみ収集すること。なお、収集場所は契約



後、委託者及び受託者立会いのもと、双方確認する。 

３ 収集回数は次のとおりとする。ただし、状況により、収集回数を変更する場合がある。その際は、

委託者、受託者双方協議のうえ、決定することとする。 

   週３回（収集曜日は、別途委託者と協議のうえ定める。） 

４ 履行期間（３年間）における予定排出量は次のとおりとする。ただし、確約するものではない。 

   約 138,000 キログラム 

    参考）50Ｌ段ボール・・・約 17,700 個 

20Ｌポリ容器・・・約 480 個 

50Ｌポリ容器・・・約 13,980 個 

 

（収集場所以外での業務の禁止） 

第９条 受託者は取扱う廃棄物の性質上、収集場所以外での収集や、委託者が指定する搬出経路以外

での搬出は原則として禁止することとする。また、必要以外の建物及び附属建造物への立入り並び

に利用についても禁止することとする。 

 

（廃棄物の留置の禁止） 

第 10 条 受託者は委託者から収集した廃棄物を他に留置してはならない。速やかに自らが持つ、又は、

再契約先の処理施設に持ち込み不活化処理を行うこと 

 

（収集物の管理） 

第 11 条 受託者は取扱う廃棄物の性質を理解し、委託者の収集場所から受託者の処理施設又は再委託

先の処理施設までの運搬にかかって、事故等を起さないよう細心の注意を払うなど、廃棄物の厳重

管理に努めること 

 

（廃棄物の不活化処理の方法と不活化処理施設の条件） 

第 12 条 委託者から排出される廃棄物の不活化処理（中間処理）にかかっては、焼却又は溶融処理と

する。 

２ 不活化処理施設にあっては、大阪府下又は大阪府に隣接する府県（京都府、兵庫県、奈良県及び

和歌山県）にあること。 

 

（不活化処理時の環境保全） 

第 13 条 廃棄物を不活化する際に発生する燃焼ガス等は、関係法令に規定される基準を遵守するとと

もに、施設の点検・検査その他措置の記録を３年以上保管すること。 

 

（委託者の専用容器による廃棄物の受入と委託者への再梱包依頼） 

第 14 条 委託者は第 16 条に示す材質・形状・容積の専用容器に廃棄物を密封して排出するので、受

託者は、当該容器を収集運搬し適正に不活化処理・最終処分を行うこと。また、収集に際し、収集

した各専用容器の個数と、重量を委託者に報告すること。 

２ 受託者は、委託者の廃棄物保管場所から廃棄物専用容器を収集運搬しようとするときは、当該容

器が運搬に耐える状態であることを確認したうえでこれを収集運搬するものとし、梱包状態が不良

な状態にある容器については、委託者に申し出て再梱包を依頼すること。かかる申し出を行わずに、

内容物の漏出、容器の破損等の事故を、委託者の責めとすることはできない。 

３ 第１項に示す重量を報告するために使用する計量器を受託者において準備するものとし、重量が

レシートに打ち出されるものを使用すること。また、計量器を当院に置いておくことは差し支えな

い。 

 

（障害発生対策と報告） 

第 15 条 受託者は、収集場所から処理場までの搬送中の事故に備え、緊急時の不活化処理体制（以下

「対策チーム」という。）を整備しておくこと。 

２ 万一、路上等に漏れ出たり、拡散した場合は、速やかに汚染区域を封鎖するなど必要な対策を行

い第三者への感染防止及び周辺地域への汚染の拡散防止に努めること。合せて速やかな対策チーム



による不活化処理を講じるなど、現状の復旧を行うこと。 

３ 受託者が保有する処理施設又は再委託先の処理施設が障害等により使用不能又は処理能力低下に

より、委託者の廃棄物が適正に処理できなくなった場合を想定し、緊急対応施設をあらかじめ確保

しておくこと。また、契約締結前に、当該施設が適正な処理資格・能力等を有していることを証す

る書類を委託者に示し、その写しを提出して承認を得ること。 

４ 受託者は、第２項、第３項のような事態が発生した場合は、速やかに委託者に連絡すること。ま

た、書面で報告及び今後の防止策を提出すること。 

 

（排出する廃棄物容器の形状） 

第 16 条 委託者が排出する感染性医療廃棄物を収納した容器の形状は、以下の表に示すとおりとする。 

 
50Ｌ 

段ボール 

20,50Ｌ 

ポリ容器 

固形状のもの ◎ ◎ 

泥状のもの × ◎ 

鋭利なもの × ◎ 

血液状のもの × ◎ 

※ ◎・・・投入    ※ ×・・・投入しない 

 

（特別管理産業廃棄物管理票（マニフェスト）の取扱い） 

第 17条 委託者においては電子マニフェストによる運用であるため、対応できること。 

２ 受託者は、60 日以内に収集運搬・処理を完了し、直ちに電子マニフェストによる報告を行うこと。 

 

（再委託） 

第 18 条 感染性医療廃棄物保管庫での収集及び中間処理施設までの運搬については、受託者において

実施するものとし、再委託は認めない。 

２ 中間処理については、再委託は認める。 

 

（使用機材） 

第 19 条 受託者は、廃棄物の運搬にあたっては、廃棄物処理法に基づく感染性廃棄物処理マニュアル

に適合した車両を使用しなければならない。 

２ 車両については、その車両が大阪府特別管理産業廃棄物収集運搬業許可業者からの借受車両であ

る場合は、当該許可業者の大阪府特別管理業廃棄物収集運搬業許可申請書に記載されている車両

（大阪市承認車両）以外の車両でなくてはならない。 

３ 受託者は、業務開始前までに使用車両全車の自動車車検証の写しを提出しなければならない。 

 

（検査・計量） 

第 20 条 受託者は、委託者が使用車両及び感染性医療廃棄物の搬出状況についての検査・計量を必要

と認め指示するときは、委託者が実施する検査・計量を受けなければならない。 

 

（その他） 

第 21条 数量は概算であり、委託者の都合により増減することがある。 

２ この仕様書に疑義のある場合は、誠意をもって委託者受託者双方協議のうえこれを定める。 

 



 

 

                                      
 

                         

 

 

 

令和７年度 
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住之江診療所 



この仕様書は住之江診療所（以下「委託者」という。）から排出される感染性廃棄物（以下、「廃棄

物」という。）を適正に処理するための条件等を示すものであり、本契約は感染性廃棄物処理業務委託

契約書によるほか、この仕様書の定めるところによる。 

 なお、令和７年12月１日に事業所が移転、令和９年４月30日を最終診療日として廃院の手続きを進

める予定としている。 

 

（総則） 

第１条 受託者は委託された業務について、常に委託者と密接な連携を保ち、法令を遵守し誠実かつ

確実な業務を行わなければならない。 

２ 本契約の対象となる施設は住之江診療所とする。 

   ただし、令和７年 12 月１日に事業所が移転予定。 

３ 委託者の連絡窓口は次のとおりとする。 

   住之江診療所：06-6681-1000 

    

（取扱品目） 

第２条 本契約の処理の対象となる廃棄物は次のとおりとする。 

①環境省発行の感染性廃棄物処理マニュアルに分類される医療廃棄物 

②その他感染症をおこす危険性のある廃棄物 

 

（資格） 

第３条 委託者が委託する感染性医療廃棄物処理業務を受託するものは、都道府県知事または政令市

長から｢特別管理産業廃棄物収集運搬業｣の許可を受けていなければならない。この場合、｢特別管理

産業廃棄物収集運搬業｣の許可を受けている者であることを証する書類の写しを委託者に提出し承認

を受けなければならない。 

２ 受託者が感染性医療廃棄物の中間処理・処分を自ら行う場合は、都道府県知事または政令市長か

ら｢特別管理産業廃棄物処分業｣の許可も合せて受けていなければならない。この場合、｢特別管理産

業廃棄物処分業｣の許可を受けている者であることを証する書類の写しを委託者に提出し承認を受け

なければならない。 

３ 受託者が感染性医療廃棄物の中間処理・処分を他の者に委託する場合は、再委託契約を行った業

者が都道府県知事または政令市長から｢特別管理産業廃棄物処分業｣の許可を受けていなければなら

ない。この場合、｢特別管理産業廃棄物処分業｣の許可を受けている者であることを証する書類の写

しを委託者に提出し承認を受けなければならない。 

 

（履行期間） 

第４条 本業務の履行期間は、令和７年 10月１日から令和９年４月 30 日とする。 

なお、令和９年４月 30日を最終診療日として廃院の手続きを進める予定としている。本仕様 

書は令和７年５月現在の見通しに基づき作成しているが、廃院の時期や予定数量等が大きく変 

動する場合は、委託者と受託者で協議のうえ、必要に応じて契約変更を行う。 

 

（委託する業務範囲） 

第５条 委託する業務の範囲は、委託者の保管庫からの収集運搬及び不活性化処理、最終処分完了ま

でにかかる関係業務の全てとする。 

 



（契約の変更） 

第６条 受託者は、委託者の申し出に応じて各施設への収集回数や日時を見直さなければならない。 

２ 関係法令の改訂や委託者の院内感染対策の見直しなどにより、排出量が著しく変化する場合は、

委託者及び受託者が協議のうえ契約を変更することができる。 

 

（収集・運搬日及び時間） 

第７条 収集・運搬は、月曜日から金曜日までのうち委託者と受託者とで双方協議した日とし、午後

１時から午後５時までの間に収集する。 

 

（収集場所及び予定数量） 

第８条 受託者は委託者が指定する収集場所において収集しなければならない。収集場所は、受託者 

と委託者が協議の上、決定する。 

なお、履行期間内において委託者の事業所が移転した場合、受託者は移転先に車両駐車場がない

ことを考慮して収集場所を確保し、収集しなければならない。収集場所の確保は、法令等を遵守し

て適切に実施すること。 

２ 履行期間（１年６か月）における予定数量(予定排出量)は次のとおりとする。ただし、単価契

約のため当該予定数量は確約するものではない。 

    約 480 キログラム 

    参考  50 ㍑段ボール・・・・・・・・・約 80 個 

20 ㍑プラスチック容器・・・・・約 15個 

 

（収集場所以外での業務の禁止） 

第９条 受託者は取扱う廃棄物の性質上、収集場所以外での収集や、委託者が指定する搬出経路以外

での搬出は原則として禁止する。 

なお、履行期間内において収集場所が移転した場合も、受託者は法令等を遵守して適切に収集及

び搬出を実施しなければならない。 

 

（廃棄物の留置の禁止） 

第 10 条 受託者は委託者から収集した廃棄物を他に留置してはならない。速やかに自らが持つ、又は、

再契約先の処理施設に持ち込み不活化処理を行うこと 

 

（収集物の管理） 

第 11 条 受託者は取扱う廃棄物の性質を理解し、委託者の収集場所から受託者の処理施設又は再委託

先の処理施設までの運搬にかかって、事故等を起さないよう細心の注意を払うなど、廃棄物の厳重

管理に努めること 

 

（廃棄物の不活化処理の方法と不活化処理施設の条件） 

第 12 条 委託者から排出される廃棄物の不活化処理（中間処理）にかかっては、焼却又は溶融処理と

する。 

２ 不活化処理施設にあっては、大阪府下又は大阪府に隣接する府県（京都府、兵庫県、奈良県及び

和歌山県）にあること。 

 

（不活化処理時の環境保全） 



第 13 条 廃棄物を不活化する際に発生する燃焼ガス等は、関係法令に規定される基準を遵守するとと

もに、施設の点検・検査その他措置の記録を３年以上保管すること。 

 

（委託者の専用容器による廃棄物の受入と委託者への再梱包依頼） 

第 14 条 委託者は第１５条に示す材質・形状・容積の専用容器に廃棄物を密封して排出するので、受

託者は、当該容器を収集運搬し適正に不活化処理・最終処分を行うこと。また、収集に際し、収集

した各専用容器の個数と、重量を委託者に報告すること。 

２ 受託者は、委託者の廃棄物保管場所から廃棄物専用容器を収集運搬しようとするときは、当該容

器が運搬に耐える状態であることを確認したうえでこれを収集運搬するものとし、梱包状態が不良

な状態にある容器については、委託者に申し出て再梱包を依頼すること。かかる申し出を行わずに、

内容物の漏出、容器の破損等の事故を、委託者の責めとすることはできない。 

３ 第１項に示す重量を報告するために使用する計量器を受託者において準備するものとし、重量が

レシートに打ち出されるものを使用すること。また、計量器を当院に置いておくことは差し支えな

い。 

 

（障害発生対策と報告） 

第 15 条 受託者は、収集場所から処理場までの搬送中の事故に備え、緊急時の不活化処理体制（以下

「対策チーム」という。）を整備しておくこと。 

２ 万一、路上等に漏れ出したり、拡散した場合は、速やかに汚染区域を封鎖するなど必要な対策を

行い第三者への感染防止及び周辺地域への汚染の拡散防止に努めること。合せて速やかな対策チー

ムによる不活化処理を講じるなど、現状の復旧を行うこと。 

３ 受託者が保有する処理施設又は再委託先の処理施設が障害等により使用不能又は処理能力低下に

より、委託者の廃棄物が適正に処理できなくなった場合を想定し、緊急対応施設をあらかじめ確保

しておくこと。また、契約締結前に、当該施設が適正な処理資格・能力等を有していることを証す

る書類を委託者に示し、その写しを提出して承認を得ること。 

４ 受託者は、第２項、第３項のような事態が発生した場合は、速やかに委託者に連絡すること。ま

た、書面で報告及び今後の防止策を提出すること。 

 

（排出する廃棄物容器の形状） 

第 16 条 委託者が排出する感染性医療廃棄物を収納した容器の形状は、以下の表に示すとおりとする。 

 
50Ｌ 

段ボール 

20,50Ｌ 

ポリ容器 

固形状のもの ◎ ◎ 

泥状のもの × ◎ 

鋭利なもの × ◎ 

血液状のもの × ◎ 

※ ◎・・・投入    ※ ×・・・投入しない 

 

（特別管理産業廃棄物管理票（マニフェスト）の取扱い） 

第 17 条 廃棄物の引渡しの際に委託者が発行する特別管理産業廃棄物管理票（以下「マニフェスト」

という。）に不活化処理、最終処分まで適正に処理されたことを正確に記録し委託者に提出し確認を

受けること。 

２ 受託者は、受託した廃棄物の処理を６０日以内に終え、最終処分が適正に終了したことをマニ

フェストの写しを添えて報告しなければならない。 



３ 運搬受託者及び処分受託者は、委託者が発行したマニフェストの写しを交付の日から起算して５

年以上保管すること。 

４ マニフェストについては受託者の負担とし、事前に必要事項（排出者・排出事業場・運搬受託

者・処分事業場・処分受託者等）が記入又は印字されたものを委託者に引き渡しておくこと。 

 

（再委託） 

第 18 条 感染性医療廃棄物保管庫での収集及び中間処理施設までの運搬については、受託者において

実施するものとし、再委託は認めない。 

２ 中間処理については、再委託は認める。 

 

（検査・計量） 

第 19 条 受託者は、委託者が使用車両及び一般廃棄物の搬出状況についての検査・計量を必要と認め

指示するときは、委託者が実施する検査・計量を受けなければならない。 

 

（その他） 

第 20条 数量は概算であり、委託者の都合により増減することがある。 

２ この仕様書に疑義のある場合は、誠意をもって委託者受託者双方協議のうえこれを定める。 

 



（別紙） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

暴力団等の排除に関する特記仕様書 

 

 大阪市民病院機構（以下「発注者」という。）が締結する契約等から暴力団を排除する措置につい

ては、「大阪市暴力団排除条例」（以下「条例」という。）、「大阪市暴力団排除条例施行規則」

及び「大阪市契約関係暴力団排除措置要綱」（以下「要綱」という。）に準拠し、大阪市と同様の

措置を講じる。 

 

１ 暴力団等の排除について 

（１）受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下同じ。）は、

大阪市暴力団排除条例（平成 23 年大阪市条例第 10 号。以下「条例」という。）第 2条第 2号

に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第 3号に規定する暴力団密接関係

者（以下「暴力団密接関係者」という。）に該当すると認められる者と下請契約、資材・原材

料の購入契約又はその他の契約をしてはならない。 

（２）受注者は、条例第 7条各号に規定する下請負人等（以下「下請負人等」という。）に、暴

力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者と下請契約、資材・原材料の購入契

約又はその他の契約をさせてはならない。 

また、受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者

と下請契約、資材・原材料の購入契約又はその他の契約をした場合は当該契約を解除させな

ければならない。 

（３）受注者は、この契約の履行にあたり暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認めら

れる者から条例第 9条に規定する不当介入（以下「不当介入」という。）を受けたときは、速

やかに、この契約に係る発注者監督職員若しくは検査職員又は当該事務事業を所管する担当

課長（以下「監督職員等」という。）へ報告するとともに、警察への届出を行わなければなら

ない。 

また受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者か

ら不当介入を受けたときは、当該下請負人等に対し、速やかに監督職員等へ報告するととも

に警察への届出を行うよう、指導しなければならない。 

（４）受注者及び下請負人等が、正当な理由なく委託者に対し前号に規定する報告をしなかっ

たと認めるときは、条例第 12 条に基づく公表及び大阪市民病院機構競争入札参加停止措置要

綱及び大阪市競争入札参加停止措置要綱による停止措置を行うことがある。 

（５）受注者は第 3 号に定める報告及び届出により、発注者及び大阪市が行う調査並びに警察

が行う捜査に協力しなければならない。 

（６）発注者及び受注者は、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者からの

不当介入により契約の適正な履行が阻害されるおそれがあるときは、双方協議の上、履行日

程の調整、履行期間の延長、履行内容の変更その他必要と認められる措置を講じることとす

る。 

 

２ 誓約書の提出について 

受注者及び下請負人等は、暴力団員又は暴力団密接関係者でないことをそれぞれが表明した

誓約書を提出しなければならない。ただし、発注者が必要でないと判断した場合はこの限りで

ない。 



 

職員等の公正な職務の執行の確保に関する条例に基づく特記仕様書 

 

 大阪市民病院機構（以下「発注者」という。）は、職員等の公正な職務の執行の確保に関する条

例に準拠し、大阪市と同様の取扱いをするものとする。 

 

（条例の遵守） 

第１条 受注者及び受注者の役職員は、受注業務の履行に際しては、「職員等の公正な職務の執行

の確保に関する条例」（平成１８年大阪市条例第１６号）（以下「条例」という。）第５条に規定

する責務を果たさなければならない。 

 

（公益通報等の報告） 

第２条 受注者は、受注業務について、次の各号に定める場合、速やかに、その内容を発注者（地

方独立行政法人大阪市民病院機構 法人運営本部内部監察室）へ報告しなければならない。 

(１) 条例第２条第１項に規定する公益通報を受けたとき 

(２) 発注者の職員から、違法または不適正な要求を受けたとき 

２ 受注者は、公益通報をした者又は公益通報に係る通報対象事実に係る調査に協力した者から、

条例第１２条第１項に規定する申出を受けたときは、直ちに、当該申出の内容を発注者（地方独

立行政法人大阪市民病院機構 法人運営本部内部監察室）へ報告しなければならない。 

 

（調査の協力） 

第３条 受注者及び受注者の役職員は、発注者又は大阪市公正職務審査委員会が条例に基づき行う

調査に協力しなければならない。 

 

（公益通報に係る情報の取扱い） 

第４条 受注者の役職員又は受注者の役職員であった者は、正当な理由なく公益通報に係る事務の

処理に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

（発注者の解除権） 

第５条 発注者は、受注者が、条例の規定に基づく調査に正当な理由なく協力しないとき又は条例

の規定に基づく勧告に正当な理由なく従わないときは、本契約を解除することができる。 

 

○ 地方独立行政法人大阪市民病院機構 法人運営本部内部監察室の連絡先：06-6929-3275 

 

個人情報等の保護に関する特記仕様書 

 

この契約の履行にあたって個人情報は、市民の個人情報保護の重要性に鑑み、個人情報の保護に

関する法律及び大阪市個人情報の保護に関する法律の施行に関する条例の趣旨を踏まえ、適切に取

り扱わなければならない。 

 

 


